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Abstract
　In this paper, we discuss the required column-to-beam strength ratio, taking into account the 
distribution of layer stiffness. Generally, the required column-to-beam strength ratio is determined 
considering factors such as bidirectional loading on the structural framework and assuming a horizontal 
input at a 45-degree angle. However, when the stiffness ratio is 0.6 or higher, the influence of layer 
stiffness is not taken into account. On the other hand, in this paper, through time history response 
analysis results of a planar framework, we confirm that even when the stiffness ratio satisfies 0.6 or 
higher, the required column-to-beam strength ratio varies depending on the stiffness distribution.
Additionally, we propose an approximate formula for the required column-to-beam strength ratio that 
takes this effect into consideration. 
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1 ．はじめに

極稀に発生する地震に対して変形集中に伴う早期倒壊を
回避することを目的に、構造物全体に損傷を分散する全層
崩壊機構形成を実現させることが一般的である。これを実
現するには梁降伏型の崩壊形を得るべきであり、柱梁耐力
比1.5を満足すれば良いとされている［1］。

当該数値は、i）斜め入力の影響、ii）斜め方向の断面性
能、iii）床スラブとの合成効果による梁の耐力上昇、iv）
高次モード等の影響、v）鋼材の降伏点のばらつき等に基
づいて定められている。ルート 3 による保有水平耐力の確

認［2］、または応答解析を介さず設計可能なルート 2 の耐震
計算［2］において塑性域での変形能力、すなわち崩壊機構を
保証する一つの指標値となっている。

しかしながら本論の 5 章で議論する様に、ルート 2 の条
件を満足（0.6≦剛性率）しても、第一層（低層部）にて
剛性率が0.6に近いと該当層柱上端の塑性化が現われる様
になり、場合によっては部分層崩壊機構を形成して損傷集
中を招く可能性が示唆されている。この結果は平面架構の
時刻歴応答解析に基づいたものであり、上記 i），ii），
iii），v）が因子から除かれている。また、動的効果を考慮
した柱梁耐力比1.3倍［3］を超過しても柱の損傷割合は 1 割
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を下回らないケースも見られる。すなわち、ルート 2 の範
疇にあっても、剛性率を影響因子から除外し切れていない
ことが読み取れる。

本研究では、改めて剛性率と全層崩壊機構形成との因果
関係を紐解くことを目的に、水平剛性を考慮した必要柱梁
耐力比αn の略算値を導出し、全層崩壊機構形成を可能と
する柱梁耐力比について検討を行う。また、下層部におい
ては露出柱脚を有することによる層剛性の低下によって変
形集中（すなわち、第一層柱上端部の塑性ヒンジ形成）が
現われる傾向にある［例えば， 4 ］ことが知られている。
このような現象を追跡することを目的に、下層部での損傷
集中が現われやすい現象について併せて考察を行う。

2 ．単一柱モデル

地震外力作用時のラーメン架構における曲げ応力の記号
の定義を図 1 に示す。i 層 Xj 通り上節点の材端モーメン
トにおいて、上側、下側、右側、左側のモーメントを順に
XjM(i+1)-B、XjMi-T、XjMi-R、XjMi-L と表している。

続いて、図 1 にて抽出した柱上下端に回転バネを有する
単一柱モデルの詳細を図 2 に示す。回転バネの回転剛性は
柱に取り付く梁の拘束を表現しており、図 2 （b）に示す
ように着目柱が取り付く位置での曲げ応力 M 及び回転角
θにより、回転剛性 k（=M/θ）は以下の式で表される。

 （ 1 ）

ここに、E: 梁部材ヤング係数、XjIi-L, XjIi-R : 着目柱に取
り付く梁の断面二次モーメント、XjLi-L, XjLi-R : 着目柱に取
り付く梁部材長である。

なお、第一層柱下端においては露出柱脚の回転剛性 kBS

を回転バネの回転剛性として与えている。以上の回転バネ
回転剛性 kT、kB の与え方を図 2 （c）及び図 2 （d）にま
とめる。

次に、図 2 （a）に示す単一柱の水平剛性 Kj-sys 及び剛床
仮定が成立するとしたときの第 i 層層剛性 Ki-Layer （=Qi/

ri）はそれぞれ以下の式で表される。

 （ 2 ）

 （ 3 ）

ここに、Hi : 柱部材長，kC : 柱の曲げ剛性（=E･XjIi-C/
Hi）, kT : 柱上端回転バネの回転剛性，kB : 柱下端回転バネ
の回転剛性である。

また、図 2 （a）における単一柱上下端の曲げ応力は以
下の式で表される。

図 1 　部材端曲げ応力の記号と単一柱の抽出

（d） 回転バネ回転剛性
（第一層柱着目）

図 2 　単一柱モデル

（c） 回転バネ回転剛性
（第二層以上柱着目）

（a） 単一柱変形図
（i 層 Xj 通り）

（b） 着目柱に取り付く
梁モデル
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 （ 4 ）

こ こ に、ri : 第 i 層 層 間 変 形 角 で あ る。 な お、
XjMi-a=XjMi-T の と き ka=kT, kb=kB、XjMi-a=XjMi-B の と き
ka=kB, kb=kT である。

3 ．剛性率を考慮した梁降伏条件

先ず、第一層上梁は全スパンにて同一断面とし、また、
第一層と第二層の柱も同一断面と仮定する。すなわち、第

i 層 Xj 通り柱の全塑性モーメントを XjMi-PC、第 i 層 Xj 通
り上節点柱に取り付く左右の梁の全塑性モーメントをそれ
ぞ れ XjMi-L-P 、XjMi-R-P と す れ ば XjM1-PC=XjM2-PC 、
XjM1-L-P=XjM1-R-P が成り立つとする。
3. 1　柱下端に先行して梁に塑性ヒンジが形成される場合

第 i 層上節点における梁降伏条件及びこれを満たすため
に必要な柱梁耐力比αn（以下、必要柱梁耐力比と記す。）
は以下となる。なお、代表として節点右梁を示す。

 （ 5 ）

 （ 6 ）

ここに、X3Mi-R-nP : 第 i 層 X3 通り右梁の必要全塑性モー
メントである。

また、第 i 層上の節点におけるモーメントの釣合いを考
えることで、（ 6 ）式は次のように表すことができる。

 （ 7 ）

3. 2　梁に先行して柱下端に塑性ヒンジが形成される場合
第 i 層上梁に先行して第 i 層柱下端に塑性ヒンジが形成

される場合の梁降伏条件は以下となる。

図 3 　対象構造物

表 1 　断面リスト 表 2 　剛性率及び固有周期
（標準層せん断力係数 C0=0.2）

表 3 　柱梁耐力比リスト（X3 通り）
図 4 　質量計上方法
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 （ 8 ）

各値は以下の式で表される。

 （ 9 ）

 （10）

 （11）

 （12）

 （13）

ここに、Ki-Layer : 第 i 層全柱下端で塑性ヒンジが形成さ
れた際の第一層層剛性，Kj-sys : 柱下端に塑性ヒンジが形成
された場合の単一柱水平剛性，W: 構造物総重量（固定荷
重と積載荷重の和）である。

前述の必要柱梁耐力比αn を略算解として第 2 節に示し
た単一柱モデルを利用して算出する。層せん断力分布は
Ai 分布に基づき算出する。剛床仮定が成立するものとし、
（ 3 ）式より得られる層剛性 Ki-Layer から第 i 層層間変形角
ri （=Qi /Ki-Layer）を算出する。続いて、（ 4 ）式より算出し
た X3M1-T 及び X3M2-B を用いて（ 7 ）、（ 8 ）式から必要柱
梁耐力比を算出することができる。

4 ．対象構造物と時刻歴応答解析概要

図 3 に対象構造物を、表 1 に断面リストを、表 2 に剛性
率を示す。図 3 に質量分布を併記する。質量は図 4 に示す
ように、着目する節点で階高及びスパンの半分の領域（図
中水色の部分）における部材重量と、同領域における床重
量等（一般的な事務所ビルを想定した床重量と積載荷重）
を計上して求めている。なお、各階の剛性率 RSi は、各階
の層間変形角の逆数 rS を当該建築物についての相加平均
で除した値である［2］。また、本論文では具体的な柱脚の
ディテール（柱脚の降伏曲げ耐力、全塑性曲げ耐力）を想
定しておらず、第一層剛性率0.6を満足する回転剛性を与
えることに主眼をおいている。さらに、一般的な構造設計
を意識して各部材の応力度 - ひずみ度関係は完全弾塑性と
した。また、梁は層毎に同一断面とし、 3 章で記した仮定
と対応させるために中柱および側柱共に第一層と第二層の
柱は同一断面としている。また、各節点で柱の全塑性耐力
の和と梁の全塑性耐力の和の比ΣMC-PC/ΣMB-P が1.5を概
ね満足するように断面を算定している。さらに、柱梁耐力

比 XjMi-PC /XjMi-R-P, XjM(i+1)-PC /XJMi-R-P を簡便に調整するため
に中柱、側柱の降伏応力度σY-C を一律で定数倍している。
表 3 に、定数倍した柱降伏応力度σY-C に対応した X3 通
り柱梁耐力比 X3Mi-PC/X3Mi-R-P, X3M(i+1)-PC /X3Mi-R-P 及びこれ
らの平均値である平均柱梁耐力比 X3αAve を示す。表 3 よ
り、第一層の柱梁耐力比 X3M1-PC/X3M1-R-P が概ね0.9～2.1と
なるように変数調整を行っている。

また、解析には「CLAP.f」を用い、時間刻み0.005秒、
減衰定数はレーリー型で h=0.02とする。入力地震波は、
標準的な 3 波として El-centro NS 波、Hachinohe、Taft
とし、地震用水平加速度は最大速度が0.75m/s となる様に
基準化した。尚、レベル 2 地震動入力時に本対象構造物で
は崩壊機構を形成するまでの損傷に至らなかったため、構
造物の損傷分布の追跡を目的として上記の地震用水平加速
度とした。また、鉛直方向の加速度を設定していないた
め、P-Δ効果は実質考慮されていない。

5 ．解析結果と考察

図 5 に第一層上節点の柱エネルギー吸収量比 - 柱梁耐力
比関係を示す。グラフ上側に平均柱梁耐力比 X3αAve の軸
を併記する。尚、柱エネルギー吸収量比は、第一層 X3 通
り柱上節点における全部材エネルギー吸収量に対する第一
層柱上端のエネルギー吸収量の比である。エネルギー吸収
量は部材材端復元力特性から算出している。また、図中の
解析結果のシンボルはそれぞれ、赤抜▪が下柱（第一層柱
上端）に先行して塑性ヒンジ形成、水色抜▪が下柱と左右
梁（左右梁はほぼ同一挙動）に同時に塑性ヒンジ形成、緑
抜▪が左右梁に先行して塑性ヒンジ形成された結果であ
る。そして、黒一点鎖線は Pinned end および Semi-rigid
においては式（ 7 ）、Fixed end においては式（ 8 ）より
算出した必要柱梁耐力比αn の値を、青二点鎖線は X3M1-PC 

/X3M1-R-P=2.09の条件下で第一層上梁に塑性ヒンジが形成
される直前の時刻における式（ 6 ）より、存在応力比
X3M1-T /X3M1-R から算出した必要柱梁耐力比である。但し、
Pinned end の Hachinohe においては第一層の最大層間変
形角が 1 /10rad 近い値を示しており倒壊レベルの変形角
を超過し、それぞれ除外している。

次に、図 6 に代表変数における構造物全体の地震後のエ
ネルギー吸収量の分布、図 7 に代表変数における最大層間
変形角分布、図 8 に最大層間変形角変動係数 - 平均柱梁耐
力比関係を示す。最大層間変形角変動係数 CVr は、第一
層から第六層における最大層間変形角の値に対して正側
（0<ri-Max）及び負側（ri-Min<0）それぞれについて算出し
ている。尚、図 6 には節点周りにエネルギー吸収量、節点
中の割合を併記する。図 8 には柱梁耐力比 X3M1-PC/X3M1-R-P

の軸及び必要柱梁耐力比αn を併記する。代表値の選定
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図 5 　第一層上節点の柱エネルギー吸収量比 - 柱梁耐力比関係
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は、第一層柱下端部の支持条件毎に、（a），（d），（f）にお
いては第一層柱上端が先行して塑性ヒンジ形成し第一層部
分層崩壊形を示したもの、（b）においては第一層上梁が
先行して塑性ヒンジ形成するが第一層柱上端のエネルギー
吸収量が比較的大きいもの、（c），（e），（g）においては
第一層上梁が先行して塑性ヒンジを形成し梁降伏型となっ
たものを抜粋している。

なお、解析変数の表記を「入力地震波（E:El-centro, 
H:Hachinohe, T:Taft）- 第一層柱下端境界条件（F:Fixed 
end, S:Semi-rigid, P:Pined end）- 第 一 層 の 柱 梁 耐 力 比

X3M1-PC /X3M1-R-P」としている。
5. 1　剛性率と必要柱梁耐力比の変遷について

図 5 ～ 7 より、先行して塑性ヒンジが形成される個所、
エネルギー吸収量の分布、最大層間変形角の分布から推定
される崩壊機構と柱梁耐力比の関係から、第一層水平剛性
の変化に伴い梁降伏型を実現するための柱梁耐力比が変動
していることが読み取れる。更に、ルート 2 を満足する剛
性率［2］を有する Semi-rigid と Fixed end においても、必要
柱梁耐力比は略算式の結果で1.22～1.23、平面架構応答解
析結果から1.1～1.4を必要としている。

図 6 　エネルギー吸収量分布
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この結果より、層剛性、または層剛性を読み替えた値と
も言える剛性率は、梁降伏型を実現するための柱梁耐力比
を検討する場合の指標値の一つとするべき値と言える。但
し、これについては文献［3］にて議論されており、その結果
は序論で記した iv）に含まれている［1］。しかしながら、層
剛性に着目しながら更に定量的な追跡をするには至ってい
ないため、本研究では、これを追求することを目指して議
論を続ける。
5. 2　第一層上節点の塑性ヒンジ形成箇所について

先ず図 5 より、梁に先行して塑性ヒンジが形成される柱

梁耐力比は、応答解析結果（緑抜▪が最初に現れる耐力
比）に対して提案している略算式の値（黒一点鎖線）は
0.81～1.07の比率となり、精度は高くないものの層剛性の
変化に伴う必要柱梁耐力比の変動を追跡できている。

次に図 6 （b）に着目する。これは、梁に先行して塑性
ヒンジが形成されるものの第一層柱上端の損傷も小さくな
く、第一層部分崩壊の危険性も危惧されるものである。図
6 （c）との比較、図 7 （b），（c）との比較から本解析結
果では部分層崩壊とはなっていないものの、柱損傷を想定
しない場合に伴う極低サイクル疲労（クラック、局部座屈

図 7 　最大層間変形角分布
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図 8 　最大層間変形角変動係数 - 平均柱梁耐力比関係
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など）の影響により、部分層崩壊の形成や倒壊も示唆され
る結果である。

次に、梁が先行して損傷しているにも関わらず柱に損傷
が現れる理由について考察する。図 9 に示すように、水平
外力 P1及び P2 作用時に下層部梁は損傷し、かつ崩壊機構
は形成されていない（上方の層に余力がある）とする。そ
の後崩壊機構形成までの水平外力増分ΔP1 及びΔP2 に
よって生じる応力増分ΔM1 を柱が負担することになり、
この結果として柱にも塑性ヒンジが形成される可能性があ
る。層剛性が低い層では変形集中に伴い、他の層に比較し
て梁の塑性ヒンジ形成が早期に発生し、前述の現象が起き
やすい傾向にあることが推測される。
5. 3　最大層間変形角変動係数

図 8 より、柱梁耐力比が大きくなるに従って最大層間変
形角変動係数の絶対値は小さくなっており、特定層の変形
集中が緩和される傾向が読み取れる。Pined end の Taft
においては、負側（ri < 0）で X3M1-PC/X3M1-R-P=1.98から
CVr の絶対値が大きな値をとっている。これは、X3M1-PC/
X3M1-R-P <1.88では正側に第一層層間変形角が 1 /20rad を超
える大きな変形集中が生じた後、負側に大きな層間変形角
が生じなかったが、1.98<X3M1-PC/X3M1-R-P から正側の第一
層変形集中が緩和され、負側の第一層層間変形角が大きく
なったことが影響している。また、Semi-rigid 及び Fixed 
end においては、必要柱梁耐力比略算解αn に近い柱梁耐
力比から、最大層間変形角変動係数はある値に収束してい
る。前述したように、略算解αn は第一層上節点で梁に先
行して塑性ヒンジが形成される柱梁耐力比の評価精度とし
ては高くないが、構造物の変形集中を抑えるための柱梁耐
力比下限値としては概ね対応していると考えられる。

6 ．まとめ

本研究は、第一層柱下端の固定度を変数とすることで第
一層剛性率を1.19、0.61、0.32とした 6 層平面鋼構造物を

対象とし、標準 3 波とされる El centro NS 波、Hachinohe 
EW 波、taft EW 波を入力した時刻歴応答解析を行い、以
下の知見を得た。
1 ）層剛性、水平荷重分布を考慮しながらも、単一柱の水

平剛性略算式を用いることで梁への塑性ヒンジ形成を
実現するための柱梁耐力比を簡便に得られる式を導出
した。

2 ） 1 ）の式で得た値は、精度は0.81～1.07と高くはない
ものの、概ねの挙動をつかめるものである。

3 ） 1 ）の式は、対象節点において梁への塑性ヒンジ形成
が先行する条件を定めたものである。一方、崩壊機構
が形成されていない場合、対象節点より上層の崩壊機
構形成までの応力余裕を支持しなければならないた
め、柱の応力は増分する。これに伴い、梁への塑性ヒ
ンジ形成が先行しても、柱に塑性ヒンジが形成される
ことがあり、これを確認した。

4 ）第一層柱下端を固定端、半剛接として剛性率を1.19、
0.61とした場合、必要柱梁耐力比は略算式による計算
結果で1.22～1.23、時刻歴応答解析結果から離散的で
はあるが1.1～1.4を必要としていた。

5 ）最大層間変形角変動係数が低減 ･ 収束する柱梁耐力比
は 1 ）の式で得た値と概ね対応した。

以上、剛性率を目安としながら、層剛性と水平荷重分布
を考慮した必要柱梁耐力比の導出、並びに時刻歴応答解析
を行ったが、第一層にのみ着目した議論に留まっており、
かつ剛性率との明瞭な関係性を導くまでに至っていない。

今後、先ずは、上方の層（今回の架構で言えば、 4 層
等）での剛性率の低下と損傷集中の傾向を分析すると共
に、まとめの 3 ）で記述した影響（崩壊機構が形成される
までに、柱にも塑性ヒンジが形成される）を加味した耐力
比の導出等を追跡する予定である。また、ある程度網羅的
にまとまった段階で，剛性率との関係性をまとめた議論を

図 9 　梁端塑性ヒンジ形成後からの応力増分による柱への塑性ヒンジ形成の可能性
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行っていく予定である。
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